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本
会
（
会
長
�
関
谷
博
・
下
関

市
議
会
議
長
）
は
７
月
１２
日
、
東

京
・
全
国
都
市
会
館
で
第
１
８
８

回
理
事
会
を
開
催
し
た
。

当
日
は
、
役
員
補
欠
選
任
を
実

施
。
５
月
２３
日
に
開
催
さ
れ
た
第

８８
回
定
期
総
会
以
降
、
部
会
長
の

甲
府
市
、
米
子
市
、
徳
島
市
に
お

い
て
は
議
長
交
代
が
あ
り
、
部
会

長
３
名
が
欠
員
と
な
っ
て
い
た
。

選
考
の
結
果
、
後
任
者
に
は
佐
藤

茂
樹
・
甲
府
市
議
会
議
長
、
松
井

義
夫
・
米
子
市
議
会
議
長
、
宮
内

春
雄
・
徳
島
市
議
会
議
長
が
部
会

長
に
就
任
し
た
。

こ
の
ほ
か
▽
各
委
員
会
の
運
営

▽
本
年
度
の
主
要
会
議
―
―
を
協

議
。
各
委
員
会
の
運
営
に
つ
い
て

は
、
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
社

会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸

の
各
委
員
長
が
本
年
度
の
活
動
方

針
を
表
明
し
た
�
３
面
か
ら
５
面

に
か
け
要
旨
を
掲
載
。

な
お
当
日
は
、
内
閣
官
房
の
河

相
周
夫
・
副
長
官
補
と
農
林
水
産

省
大
臣
官
房
の
山
下
正
行
・
総
括

審
議
官
が
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
交
渉
に

つ
い
て
」
と
題
し
講
演
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ

の
概
要
や
交
渉
状
況
等
を
説
明
し

た
。Ｔ

Ｐ
Ｐ
に
関
し
て
は
本
会
定
期

総
会
で
、
国
民
に
対
す
る
情
報
提

供
に
つ
い
て
、
よ
り
一
層
努
め
る

と
と
も
に
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
参
加
に

よ
り
、
我
が
国
農
林
水
産
業
が
甚

大
な
影
響
を
受
け
る
こ
と
の
な
い

よ
う
、
慎
重
に
対
応
す
る
こ
と
が

決
議
さ
れ
て
い
る
。

停
滞
し
た
梅
雨
前
線
の
影
響
で

７
月
３
日
か
ら
の
大
雨
、
７
月
１１

日
か
ら
の
大
雨
、
そ
れ
ぞ
れ
が
九

州
地
方
を
中
心
に
猛
威
を
振
る
っ

た
�
被
害
の
詳
細
は
２
面
掲
載
。

内
閣
府
に
よ
る
７
月
１１
日
午
前

９
時
３０
分
発
表
の
「
平
成
２４
年
７

月
３
日
か
ら
の
大
雨
に
よ
る
被
害

状
況
等
に
つ
い
て
（
第
８
報
）
」

に
よ
れ
ば
、
大
雨
の
影
響
で
死
者

は
１
人
、
行
方
不
明
者
は
１
人
。

７
月
１７
日
午
前
９
時
００
分
発
表
の

「
平
成
２４
年
７
月
１１
日
か
ら
の
大

雨
に
よ
る
被
害
状
況
等
に
つ
い
て

（
第
６
報
）
」
に
よ
れ
ば
、
死
者

は
２８
人
、
行
方
不
明
者
は
４
人
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1839号７月２５日平成24年
（2012年）

本本
会会
がが
第第
��
��
��
回回
理理
事事
会会
開開
催催

各
委
員
会
の
運
営
等
を
協
議
し
決
定

役
員
補
欠
選
任
を
実
施
し

３
部
会
長
が
新
た
に
就
任

九州地方を中心とし

大雨により
甚大な被害

講演する内閣官房の河相・副長官補（右から２番
目）と農林水産省大臣官房の山下・総括審議官（右）

あいさつする関谷博・本会会長

（１） 平成２４年７月２５日 第１８３９号
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国と地方の役割分担に応じた配分（案）

消費税（国・地方）５％引上げ時の配分
（カッコ内は、３％引上げ時の配分）

社会保障四経費に則った範囲の社会保
障給付における国と地方の役割分担

�
�
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「
社
会
保
障
給
付
費
」※
１

引上げに係る消費税収の地
方分（１．５４％）については、
○地方消費税の充実を基本
○財政力の弱い地方団体に
おける社会保障財源の
確保の観点から、併せ
て消費税の交付税法定
率分を充実

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
特特
別別
委委
がが
開開
催催

委
員
長
に
は
中
川
貴
元
・
名
古
屋
市
議
長
が
就
任

国
と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関

す
る
特
別
委
員
会
は
７
月
１２
日
、

今
年
度
初
と
な
る
委
員
会
を
開
催

し
、
正
副
委
員
長
を
選
任
し
た
。

選
考
の
結
果
、
委
員
長
に
は
中
川

貴
元
・
名
古
屋
市
会
議
長
が
就

任
。
副
委
員
長
に
は
、
中
澤
は
ま

子
・
高
知
市
議
会
議
長
、
宇
佐
美

正
隆
・
草
加
市
議
会
議
長
、
横
田

久
俊
・
小
樽
市
議
会
議
長
が
選
出

さ
れ
た
。
正
副
委
員
長
選
任
に
あ

た
っ
て
は
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
で
の
権
限
・
税
源
移
譲
等
の

議
論
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
、
地
域

間
バ
ラ
ン
ス
も
考
慮
し
た
う
え

で
、
政
令
指
定
市
・
中
核
市
・
特

例
市
・
人
口
２０
万
人
未
満
の
市
か

ら
選
出
し
た
。
こ
の
ほ
か
会
議
で

は
、
子
ど
も
手
当
、
社
会
保
障
・

税
一
体
改
革
等
の
現
在
に
至
る
ま

で
の
動
向
等
を
確
認
し
た
。

合算 国と地方の
役割分担に
応じた消費
税収の配分

地
方
単
独
事
業
※
２

＋�
�
�

※平成２７年度は０．２９％

※１「社会保障４経費（消費税対象経費）との関係での社会保障給付の整理」（１２月２６日「国と地方の協議の場」厚生労働省提出資料）より
※２「地方単独事業の総合的な整理」（１２月２９日「国と地方の協議の場」内閣官房、総務省、財務省、厚生労働省提出資料）を踏まえた整理

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
な
ど

説
明

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
を
巡

る
国
と
の
協
議
で
は
、
消
費
税
率

の
引
き
上
げ
分
５
％
の
配
分
割
合

が
焦
点
と
な
っ
て
い
た
。
法
定
後

初
と
な
る
昨
年
６
月
１３
日
開
催
の

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
以
降
、

国
と
地
方
の
間
で
幾
度
と
な
く
議

論
が
重
ね
ら
れ
て
き
た
。

最
終
的
に
政
府
は
２
月
１７
日
、

「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
大

綱
」
を
閣
議
決
定
し
、
引
き
上
げ

分
５
％
の
う
ち
地
方
配
分
に
つ
い

て
は
、
平
成
２６
年
４
月
１
日
か
ら

０
・
９２
％
、
２７
年
１０
月
１
日
か
ら

１
・
５４
％
と
す
る
こ
と
を
決
定
し

た
。
１
・
５４
％
を
算
出
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、
社
会
保
障
４
経
費

（＝

年
金
、
医
療
、
介
護
、
子
ど

も
・
子
育
て
）
の
範
囲
に
則
り
、

国
と
地
方
の
役
割
分
担
に
応
じ
た

率
と
さ
れ
た
。
な
お
、
１
・
５４
％

の
算
出
根
拠
に
は
、
地
方
単
独
事

業
の
２
・
６
兆
円
も
配
分
対
象
に

含
ま
れ
て
い
る
。

７
月
３
日
と
１１
日
の
大
雨
被
害

が
甚
大
で
あ
る
た
め
、
各
県
で

は
、
災
害
救
助
法
と
被
災
者
生
活

再
建
支
援
法
の
適
用
を
決
定
し

た
。

【
１
面
の
関
連
記
事
】

内
閣
府
が
ま
と
め
た
７
月
３
日

関
係
の
第
８
報
、
７
月
１１
日
関
係

の
第
６
報
に
よ
れ
ば
、
被
災
市
町

村
の
う
ち
市
へ
の
適
用
日
は
以
下

の
と
お
り
。

【
災
害
救
助
法
】
大
分
県
日
田
市
、
中

津
市
、
福
岡
県
朝
倉
市
（
以
上＝

３

日
）
、
大
分
県
竹
田
市
、
熊
本
県
阿
蘇

市
、
熊
本
市
（
以
上＝

１２
日
）
、
福
岡

県
久
留
米
市
、
柳
川
市
、
八
女
市
、
筑

後
市
、
み
や
ま
市
、
う
き
は
市
（
以
上

＝

１３
日
）
【
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
】

大
分
県
日
田
市
（
３
日
）
、
熊
本
県
熊

本
市
、
阿
蘇
市
（
以
上＝

１２
日
）

７月３日の大雨による人的・住家被害の状況（消防庁調べ：７月１１日０９：３０現在）
非住家被害

その他

棟
９
１０

１９

公共
建物
棟
２２
４

２６

住 家 被 害
床下
浸水
棟
２４２

推定２，８００※

２４２

床上
浸水
棟
３０

３０

一部
破損
棟
４
５４

５８

半壊

棟
１
１５

１６

全壊

棟

６

６

人 的 被 害
負傷者

軽傷
人
１
１

２

重傷
人

１

１

行 方
不明者
人

１

１

死者

人
１

１

都道府県名

福岡県
大分県

合計

非住家被害

その他

棟

４
７９１
１

３８
５２

８８６

公共
建物
棟

１０

４
２

１６

棟
１
１０３
１９
４，０７２
９６
１
２，４２９
６０６

７，３２７

住 家 被 害
床下
浸水
棟

８９
１６
３，１３３
６０
１
１，０３２
３７６

４，７０７

床上
浸水
棟

１１
３
８８９
３２

１，１７８
１６９

２，２８２

一部
破損
棟
１
３

２０
４

５９
１３

１００

半壊

棟

５

７４
２４

１０３

全壊

棟

２５

８６
２４

１３５

人 的 被 害
負傷者

軽傷
人

５

１０
３

１８

重傷
人

１

１

２

行 方
不明者
人

１

３

４

死者

人

３

２２
３

２８

都道府県名

三重県
京都府
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県

合計

７月１１日の大雨による人的・住家被害の状況（消防庁調べ：７月１７日０７：００現在）

国

２３．１兆円
（６９．２％）

地方
１０．３兆円
（３０．８％）

国分

３．４６％
（２．０８％）

地方分
１．５４％
（０．９２％）

地方２．６兆円

国

２３．１兆円

地方
７．７兆円

地方消費税分
１．２％（０．７％）

地方交付税分 ※

０．３４％（０．２２％）

再
建
支
援
法

災
害
救
助
法

大
雨
被
害
で
適
用

左から横田・副委員長（小樽市）、宇佐美・副委員長
（草加市） 中川・委員長（名古屋市）、関谷・本会会長
（下関市）、中澤・副委員長（高知市）

特別委員会委員長
中川貴元（名古屋市）

第１８３９号 平成２４年７月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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本
年
度
も
、
昨
年
度
の
委
員
会

か
ら
の
申
し
送
り
事
項
や
、
定
期

総
会
に
お
け
る
決
議
等
を
踏
ま

え
、
強
力
な
要
望
活
動
を
展
開
し

て
参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

ま
ず
、
本
委
員
会
の
最
重
点
要

望
事
項
で
あ
り
ま
す
「
地
方
分
権

改
革
の
推
進
」
に
つ
い
て
で
す
。

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
に

か
か
る
、
い
わ
ゆ
る
「
第
３
次
一

括
法
案
」
が
今
通
常
国
会
に
提
出

さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
同
法
案
の

早
期
成
立
と
と
も
に
、
さ
ら
な
る

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し

と
、
都
道
府
県
か
ら
市
へ
の
権
限

移
譲
を
求
め
て
い
く
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
国

の
出
先
機
関
改
革
で
は
、
地
域
の

実
情
に
精
通
し
て
い
る
基
礎
自
治

体
の
意
見
を
十
分
踏
ま
え
た
改
革

と
な
る
よ
う
要
望
し
て
参
り
ま
す
。

次
に
、
「
地
方
議
会
の
権
能
強

化
」
に
つ
い
て
で
ご
ざ
い
ま
す
。

本
会
を
は
じ
め
議
会
三
団
体
が
強

く
求
め
て
お
り
ま
し
た
、
長
に
よ

る
臨
時
会
招
集
に
関
す
る
不
適
切

な
運
用
の
是
正
、
専
決
処
分
制
度

の
改
善
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
地
方

自
治
法
改
正
案
が
今
通
常
国
会
に

提
出
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
現

在
、
審
議
が
進
ん
で
い
な
い
状
況

に
あ
り
ま
す
。
改
正
法
の
今
通
常

国
会
で
の
早
期
成
立
を
求
め
る
と

と
も
に
、
地
方
議
会
議
員
の
法
的

位
置
付
け
の
明
確
化
、
議
長
へ
の

議
会
招
集
権
の
付
与
、
議
会
の
予

算
修
正
権
の
制
約
撤
廃
な
ど
、
さ

ら
な
る
地
方
議
会
の
権
能
強
化
の

実
現
に
向
け
、
積
極
的
に
要
望
活

動
を
行
っ
て
参
り
ま
す
。

次
に
、
「
消
防
防
災
体
制
の
充

実
強
化
」
で
す
。
近
年
、
我
が
国

で
は
、
東
日
本
大
震
災
を
は
じ

め
、
台
風
、
雪
、
竜
巻
な
ど
大
規

模
な
自
然
災
害
が
多
発
し
、
各
地

に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
て
お

り
ま
す
。
定
期
総
会
に
お
い
て

も
、「
防
災
・
災
害
対
策
の
充
実
強

化
」
及
び
「
消
防
救
急
無
線
の
デ

ジ
タ
ル
化
に
係
る
財
政
措
置
」
を

求
め
る
部
会
要
望
が
議
決
さ
れ
、

本
委
員
会
に
付
託
さ
れ
て
お
り
ま

す
。
今
後
、
発
生
が
危
惧
さ
れ
る

大
規
模
災
害
に
、
迅
速
か
つ
的
確

に
対
応
で
き
る
よ
う
消
防
防
災
施

設
・
設
備
等
の
整
備
促
進
や
消
防

組
織
の
さ
ら
な
る
強
化
が
必
要
で

す
。
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

の
た
め
、
財
政
支
援
措
置
等
の
一

層
の
拡
充
を
求
め
て
参
り
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
昨
年
度
委
員
会
か

ら
の
申
し
送
り
事
項
で
あ
り
ま
す

「
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保
」
、

「
北
方
領
土
返
還
」
、「
合
併
市
町

村
に
対
す
る
支
援
の
拡
充
」
等
に

加
え
、
各
委
員
会
の
共
管
事
項
と

な
っ
て
い
る
「
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
」
も
強
力

に
要
望
活
動
を
行
っ
て
参
り
ま
す
。

第
１
８
８
回
理
事
会
で
は
本
会
の
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
社
会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
の
各

委
員
会
が
平
成
２４
年
度
の
委
員
会
の
活
動
方
針
を
表
明
し
た
。

本
紙
で
は
活
動
方
針
の
要
旨
に
つ
い
て
、
３
面
か
ら
５
面
に
か
け
て
掲
載
す
る
。

本
委
員
会
は
、
地
方
一
般
財
源

総
額
の
確
保
や
、
都
市
税
源
等
の

充
実
強
化
、
国
庫
補
助
負
担
金
の

一
括
交
付
金
化
な
ど
を
所
管
し
て

お
り
ま
す
。
来
年
度
の
政
府
予
算

編
成
に
向
け
、
地
方
税
財
源
の
充

実
強
化
、
東
日
本
大
震
災
の
復
旧

・
復
興
事
業
費
の
確
保
を
図
る
べ

く
、
強
力
に
要
望
運
動
を
展
開
し

て
参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

ま
ず
、
本
委
員
会
の
最
重
点
要
望

事
項
で
あ
り
ま
す
地
方
一
般
財
源

総
額
の
確
保
に
つ
い
て
で
す
。
基

礎
自
治
体
で
あ
る
市
は
住
民
生
活

に
直
結
し
た
様
々
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
。
少
子
高

齢
化
に
よ
る
社
会
保
障
関
係
費
の

増
嵩
を
は
じ
め
、
財
政
需
要
が
急

増
す
る
中
、
地
方
自
治
体
が
、
持

続
的
か
つ
安
定
的
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
た
め
に
は
、
地
方

一
般
財
源
総
額
の
確
保
が
必
要
不

可
欠
で
す
。
こ
の
た
め
、
地
方
財

政
計
画
に
、
社
会
保
障
関
係
費
な

ど
の
財
政
需
要
を
的
確
に
反
映
す

る
こ
と
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
を

増
額
し
、
一
般
財
源
総
額
を
確
保

す
る
よ
う
要
望
し
て
参
り
た
い
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
都
市
税
源
等
の
充
実
強

化
に
つ
い
て
で
す
。
地
方
自
治
体

が
安
定
的
に
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
た
め
に
は
、
国
と
地
方
の

税
源
配
分
を
見
直
す
と
と
も
に
、

税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
い
地
方
税

体
系
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
こ
の
た
め
、
国
と
地
方
の
税

源
配
分
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方

の
歳
出
に
見
合
う
配
分
と
す
る
と

と
も
に
、
地
方
消
費
税
の
充
実
な

ど
、
税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
く
、

税
収
が
安
定
的
な
地
方
税
体
系
を

構
築
す
る
よ
う
求
め
て
参
り
ま
す
。

ま
た
、
自
動
車
重
量
税
及
び
自
動

車
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
代
替
財

源
を
示
さ
な
い
限
り
、
市
町
村
へ

の
財
源
配
分
の
仕
組
み
を
含
め
て

堅
持
す
る
と
と
も
に
、
固
定
資
産

税
は
、
償
却
資
産
課
税
の
現
行
制

度
を
堅
持
す
る
よ
う
強
く
要
望
し

て
参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

最
後
に
、
市
町
村
向
け
の
国
庫

補
助
負
担
金
の
一
括
交
付
金
化
で

は
、
年
度
間
で
事
業
費
の
変
動
が

大
き
い
な
ど
の
課
題
が
あ
る
こ
と

か
ら
、
慎
重
な
検
討
を
行
う
と
と

も
に
一
括
交
付
金
化
の
対
象
外
と

な
る
国
庫
補
助
負
担
金
に
つ
い
て
、

使
途
の
拡
大
や
手
続
き
の
簡
素
化

を
図
る
よ
う
求
め
て
参
り
ま
す
。

地行・地財・社文・産経・建運

２４年度の活動方針
第１８８回理事会で表明

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

串間市
議 長

門
田
国
光
・
委
員
長

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

二本松市
議 長

斎
藤
賢
一
・
委
員
長
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本
委
員
会
が
最
重
要
課
題
と
し

て
掲
げ
て
お
り
ま
す
の
が
、
地
域

医
療
施
策
に
つ
い
て
で
あ
り
ま
す
。

地
域
医
療
は
、
住
民
が
安
心
し

て
暮
ら
す
う
え
で
大
変
重
要
な
セ

ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
で
あ
り
ま
す

が
、
そ
れ
を
取
り
巻
く
環
境
は
、

非
常
に
厳
し
い
状
況
に
あ
り
、
深

刻
な
医
師
不
足
・
偏
在
等
を
は
じ

め
と
し
た
多
く
の
問
題
は
、
と
て

も
一
朝
一
夕
に
は
解
決
に
至
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
地
域
医
療

を
担
う
自
治
体
病
院
の
経
営
状
況

を
見
ま
し
て
も
、
先
日
、
総
収
支

が
２２
年
ぶ
り
に
黒
字
に
転
じ
た
と

公
表
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す

が
、
こ
れ
は
、
多
額
の
繰
入
金
が

あ
っ
て
こ
そ
の
黒
字
と
い
う
実
態

が
あ
り
、
厳
し
い
状
況
に
変
わ
り

は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
本
年
４

月
に
は
、
診
療
報
酬
の
改
定
が
行

わ
れ
ま
し
た
が
、
わ
ず
か
０
・
０

０
４
％
プ
ラ
ス
の
改
定
率
に
と
ど

ま
っ
て
お
り
ま
す
。
本
委
員
会
と

し
て
は
、
住
民
が
安
心
し
て
必
要

な
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
地

域
医
療
の
確
保
・
充
実
に
つ
き
ま

し
て
、
積
極
的
な
要
望
活
動
を
展

開
し
て
い
く
所
存
で
あ
り
ま
す
。

次
に
、
医
療
保
険
制
度
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
。
高
齢
化
社
会
の

急
速
な
進
展
に
伴
う
給
付
費
の
増

大
等
に
よ
り
、
医
療
保
険
制
度
は

極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す

こ
と
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
制
度

及
び
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い

て
、
制
度
の
見
直
し
を
含
め
た
抜

本
的
な
改
革
な
ど
、
そ
の
充
実
強

化
に
つ
い
て
要
望
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
少
子
化
対
策
に
つ
い
て

で
あ
り
ま
す
。
少
子
化
対
策
は
、

社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
で
は
、

「
子
ど
も
・
子
育
て
」
と
し
て
、

高
齢
者
三
経
費
に
加
え
て
、
社
会

保
障
四
経
費
の
１
つ
に
掲
げ
ら
れ

て
お
り
ま
す
。
今
後
は
、
子
ど
も

・
子
育
て
支
援
法
等
の
子
育
て
関

連
３
法
案
な
ど
に
つ
い
て
様
々
な

議
論
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
思
わ
れ

ま
す
が
、
そ
の
動
向
を
注
視
し
つ

つ
、
適
時
適
切
に
要
望
活
動
を
行

っ
て
参
り
ま
す
。
特
に
、
国
に
よ

る
乳
幼
児
医
療
費
の
無
料
化
、
義

務
教
育
終
了
時
ま
で
の
医
療
費
助

成
制
度
の
創
設
に
つ
い
て
は
従
来

か
ら
要
望
を
行
っ
て
お
り
ま
す
が
、

全
国
的
に
も
実
現
を
望
む
声
が
多

く
、
本
年
の
定
期
総
会
に
も
部
会

提
出
議
案
と
し
て
上
程
さ
れ
て
お

り
ま
す
の
で
、
強
力
に
運
動
し
て

参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
公
立
小
中
学
校
の
耐
震

化
に
つ
い
て
は
、
近
年
、
耐
震
補

強
事
業
や
改
築
事
業
に
対
す
る
国

庫
補
助
率
の
引
上
げ
を
要
望
し
て

お
り
ま
し
た
が
、
東
日
本
大
震
災

の
被
害
を
踏
ま
え
、
照
明
器
具
や

天
井
な
ど
非
構
造
部
材
の
耐
震
化

に
対
す
る
財
政
措
置
の
拡
充
強
化

を
併
せ
て
要
望
し
て
参
り
た
い
と

考
え
て
お
り
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、

保
健
衛
生
施
策
、
介
護
保
険
制
度
、

雇
用
対
策
、
社
会
福
祉
施
策
、
環

境
保
全
施
策
等
に
つ
い
て
も
、
関

連
施
策
の
充
実
を
求
め
、
要
望
運

動
を
展
開
す
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

ま
ず
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
旧
・
復
興
に
つ
い
て
で
す
が
、

発
災
か
ら
１
年
以
上
が
経
過
し
た

現
在
に
お
い
て
も
、
解
決
す
べ
き

課
題
が
数
多
く
山
積
し
て
い
ま
す
。

本
委
員
会
と
し
て
は
、
地
震
・
津

波
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
農
地
や
、

水
産
施
設
な
ど
の
一
刻
も
早
い
再

建
に
よ
り
、
地
域
産
業
の
復
旧
・

復
興
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
強
く
求

め
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。
ま
た
、
原
子
力
発
電

所
事
故
災
害
の
対
応
で
は
、
事
故

の
早
期
収
束
を
要
望
す
る
と
と
も

に
、
被
災
者
及
び
地
元
の
各
種
産

業
な
ど
に
対
す
る
適
切
な
支
援
、

放
射
性
物
質
の
除
染
対
策
や
汚
染

問
題
対
策
な
ど
の
拡
充
・
強
化
を

図
る
と
と
も
に
、
必
要
な
財
政
措

置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
求
め
て
参

り
ま
す
。

次
に
、
各
種
産
業
分
野
に
つ
い

て
で
す
が
、
農
業
で
は
、
農
業
者

の
経
営
改
善
と
食
料
の
安
定
供
給

の
た
め
導
入
さ
れ
た
農
業
者
戸
別

所
得
補
償
制
度
は
、
従
来
の
稲
作

に
、
昨
年
度
か
ら
は
畑
作
が
加
わ

る
な
ど
、
本
格
的
な
実
施
が
な
さ

れ
て
お
り
ま
す
。
地
域
の
実
情
を

反
映
し
、
農
業
の
持
続
的
な
発
展

に
資
す
る
よ
う
訴
え
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
林
業
に
つ
い
て

は
、
森
林
の
有
す
る
多
面
的
機
能

を
維
持
し
持
続
的
発
展
を
可
能
と

す
る
た
め
、
生
産
基
盤
の
整
備
や

人
材
育
成
に
対
す
る
所
要
の
財
源

の
確
保
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。
水

産
業
で
は
、
適
切
な
資
源
管
理
と

漁
業
経
営
の
安
定
化
を
図
り
、
水

産
業
の
振
興
に
資
す
る
各
制
度
の

拡
充
強
化
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。

次
に
、
農
林
水
産
業
の
共
通
課

題
と
し
て
ま
ず
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
に
つ

い
て
は
、
先
ほ
ど
内
閣
府
の
方
か

ら
説
明
が
あ
っ
た
と
こ
ろ
で
す
が
、

交
渉
参
加
に
つ
い
て
の
検
討
に
あ

た
っ
て
は
、
国
民
に
対
す
る
情
報

提
供
に
よ
り
努
め
る
と
と
も
に
、

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
参
加
に
よ
り
我
が
国

の
農
林
水
産
業
が
甚
大
な
影
響
を

受
け
る
こ
と
の
な
い
よ
う
慎
重
に

対
応
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
野
生
鳥
獣
被
害
対
策
で

は
、
平
成
２０
年
度
よ
り
、
鳥
獣
被

害
緊
急
総
合
対
策
が
講
じ
ら
れ
て

お
り
ま
す
が
、
そ
の
被
害
は
減
少

し
て
お
り
ま
せ
ん
。
広
域
的
な
被

害
の
防
止
対
策
に
加
え
、
専
門
的

な
知
識
や
技
術
を
持
つ
人
材
の
育

成
な
ど
、
有
害
鳥
獣
対
策
が
実
効

性
の
高
い
も
の
と
な
る
よ
う
要
望

し
て
参
り
ま
す
。

中
小
企
業
振
興
対
策
に
つ
い
て

は
、
東
日
本
大
震
災
に
加
え
、
引

き
続
く
円
高
等
に
よ
り
、
先
行
き

不
安
な
状
況
が
続
い
て
い
る
こ
と

か
ら
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
保
証
の

強
化
等
、
金
融
支
援
対
策
の
拡
充

に
つ
い
て
要
望
を
行
っ
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
は
、

電
力
危
機
の
解
消
及
び
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
地
産
地
消
化
の
た
め
に
も
、

地
域
に
お
け
る
太
陽
光
や
風
力
発

電
な
ど
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
の
一

層
の
推
進
を
求
め
て
参
り
ま
す
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

柏 市
議 長

古
川
隆
史
・
委
員
長

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

大和郡山市
議 長

仲

元
男
・
委
員
長
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本
委
員
会
は
、
地
震
や
水
害
な

ど
自
然
災
害
に
対
す
る
住
民
の
安

全
・
安
心
の
確
保
、
道
路
や
鉄
道
等

の
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進
な

ど
、
地
域
の
社
会
資
本
構
築
に
関

す
る
分
野
を
所
管
し
て
い
ま
す
。

ま
ず
、
自
然
災
害
対
策
で
ご
ざ

い
ま
す
。
未
曾
有
の
大
災
害
と
な

っ
た
東
日
本
大
震
災
に
つ
い
て

は
、
発
災
か
ら
１
年
以
上
が
経
過

し
た
現
在
に
お
い
て
も
、
解
決
す

べ
き
課
題
が
山
積
し
て
お
り
、
復

旧
・
復
興
へ
の
道
は
未
だ
厳
し
い

も
の
が
あ
り
ま
す
の
で
、
被
災
し

た
自
治
体
自
ら
が
作
成
し
た
復
興

計
画
を
後
押
し
す
る
復
興
交
付
金

の
更
な
る
予
算
確
保
を
は
じ
め
、

各
種
復
旧
・
復
興
施
策
の
充
実
強

化
に
つ
い
て
強
く
求
め
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

そ
し
て
、
今
後
発
生
が
懸
念
さ
れ

る
東
海
・
東
南
海
・
南
海
地
震
等

に
備
え
る
た
め
、
こ
の
大
震
災
を

貴
重
な
教
訓
と
し
、
地
震
・
津
波

対
策
の
強
化
が
図
ら
れ
る
よ
う
強

く
訴
え
て
い
く
所
存
で
す
。
ま

た
、
近
年
は
台
風
や
豪
雨
に
よ
る

急
傾
斜
地
の
崩
壊
や
土
石
流
、
地

す
べ
り
な
ど
に
よ
る
甚
大
な
災
害

が
多
発
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
住

民
の
生
命
・
財
産
を
守
る
た
め
、

治
山
・
治
水
対
策
の
更
な
る
強
化

を
図
る
と
と
も
に
、
被
災
さ
れ
た

方
々
の
生
活
再
建
支
援
の
充
実
に

つ
い
て
要
望
を
行
っ
て
い
く
必
要

が
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
各
種
交
通
基
盤
整
備
の

推
進
で
す
。
特
に
、
高
速
道
路
は

物
流
や
観
光
等
に
よ
る
経
済
効
果

を
も
た
ら
す
と
と
も
に
、
広
域
救

急
医
療
に
資
す
る
ほ
か
、
災
害
発

生
時
に
は
、
救
援
、
復
旧
活
動
を

支
え
る
緊
急
輸
送
路
と
し
て
の
役

割
を
果
た
す
な
ど
、
そ
の
重
要
性

が
一
層
高
ま
っ
て
お
り
ま
す
。
本

委
員
会
で
は
、
高
速
道
路
政
策
の

明
確
な
方
向
性
の
提
示
と
整
備
推

進
に
必
要
な
恒
久
財
源
の
確
保
に

よ
り
、
未
開
通
区
間
の
早
期
解
消

を
図
る
と
と
も
に
、
高
規
格
幹
線

道
路
と
一
体
と
な
っ
て
高
速
交
通

体
系
を
成
す
地
域
高
規
格
道
路
整

備
等
に
つ
い
て
強
く
要
望
を
行
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お

り
ま
す
。
ま
た
、
新
幹
線
鉄
道
に

つ
い
て
も
、
整
備
新
幹
線
の
未
整

備
区
間
の
速
や
か
な
完
成
と
建
設

財
源
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
リ

ニ
ア
中
央
新
幹
線
の
早
期
開
業
を

求
め
て
参
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

次
に
、
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
で

す
が
、
地
域
の
中
核
を
担
う
べ
き

中
心
市
街
地
に
お
い
て
、
「
シ
ャ

ッ
タ
ー
通
り
」
と
呼
ば
れ
る
、
都

市
の
空
洞
化
が
深
刻
な
問
題
と
な

っ
て
お
り
ま
す
。
本
委
員
会
で
は
、

病
院
や
福
祉
施
設
等
の
ま
ち
な
か

へ
の
集
積
や
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の

推
進
な
ど
環
境
整
備
を
促
進
す
る

こ
と
で
、
市
街
地
の
再
生
支
援
が

図
ら
れ
る
よ
う
要
望
を
行
っ
て
い

く
所
存
で
あ
り
ま
す
。
終
わ
り
に
、

観
光
施
策
の
推
進
で
あ
り
ま
す
。

観
光
は
我
が
国
成
長
戦
略
の
１
つ

と
位
置
付
け
ら
れ
、
地
域
経
済
の

活
性
化
に
と
ど
ま
ら
ず
、
地
域
間

の
交
流
人
口
の
拡
大
や
国
際
相
互

理
解
の
促
進
な
ど
に
資
す
る
も
の

で
す
の
で
、
訪
日
旅
行
者
の
増
加

に
向
け
た
支
援
施
策
の
充
実
強

化
、
国
際
会
議
や
展
示
会
等
の
誘

致
を
積
極
的
に
行
う
よ
う
訴
え
て

参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

東
日
本
大
震
災
の
発
災
か
ら
１
年

４
か
月
が
経
過
し
ま
し
た
が
、
被
災

地
で
は
今
な
お
、
復
旧
・
復
興
に
向

け
た
懸
命
の
努
力
が
続
け
ら
れ
て
お

り
、
被
災
者
の
生
活
再
建
や
、
膨
大

な
災
害
廃
棄
物
の
処
理
、
地
域
経
済

の
再
生
な
ど
、
い
ま
だ
解
決
困
難
な

課
題
が
山
積
し
て
お
り
ま
す
。
本
会

と
し
て
は
、
被
災
地
の
１
日
も
早
い

復
旧
・
復
興
の
実
現
に
向
け
、
万
全

の
措
置
を
講
じ
る
よ
う
国
に
対
し
強

く
求
め
て
参
り
ま
す
。

次
に
、
財
政
で
す
が
、
欧
州
債
務

危
機
に
よ
る
世
界
経
済
の
悪
化
が
懸

念
さ
れ
る
中
、
我
が
国
に
お
い
て

も
、
景
気
後
退
に
よ
る
税
収
減
、
社

会
保
障
関
係
費
の
増
嵩
等
に
よ
り
、

財
政
状
況
の
更
な
る
悪
化
が
危
惧
さ

れ
て
お
り
ま
す
。
あ
わ
せ
て
、
地
方

財
政
も
国
と
同
様
、
厳
し
い
財
政
状

況
に
あ
り
ま
す
。
本
会
と
し
て
は
、

２５
年
度
の
政
府
予
算
概
算
要
求
に
向

け
て
、
地
方
自
治
体
が
持
続
的
か
つ

安
定
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
地
域
住

民
に
提
供
し
て
い
け
る
よ
う
、
地
方

交
付
税
の
増
額
を
は
じ
め
と
す
る
地

方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
に
つ
き
ま

し
て
、
国
へ
強
く
求
め
て
参
り
ま

す
。続

い
て
、
社
会
保
障
と
税
の
一
体

改
革
に
つ
い
て
で
す
。
社
会
保
障
と

税
の
一
体
改
革
関
連
法
案
に
つ
い
て

は
、
６
月
２６
日
の
衆
院
本
会
議
で
与

党
と
自
民
、
公
明
両
党
な
ど
の
賛
成

多
数
で
可
決
さ
れ
、
参
院
に
送
付
さ

れ
ま
し
た
。
社
会
保
障
に
係
る
各
施

策
の
改
革
と
そ
の
財
源
確
保
に
つ
い

て
は
、
も
は
や
待
っ
た
な
し
の
状
況

で
あ
り
、
国
会
で
速
や
か
に
結
論
が

得
ら
れ
る
よ
う
求
め
て
参
り
ま
す
。

地
方
分
権
改
革
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
昨
年
、
義
務
付
け
・
枠
付
け
の

見
直
し
や
都
道
府
県
か
ら
市
へ
の
権

限
移
譲
を
定
め
る
２
次
に
わ
た
る
一

括
法
が
成
立
し
、
第
３
次
一
括
法
案

も
今
国
会
に
提
出
さ
れ
て
お
り
ま

す
。
本
会
と
し
て
は
、
５
月
の
定
期

総
会
で
「
地
方
分
権
改
革
の
推
進
に

関
す
る
決
議
」
を
決
定
し
た
と
こ
ろ

で
も
あ
り
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
の
勧
告
に
も
と
づ
き
更
な
る
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
、
都
道

府
県
か
ら
市
へ
の
権
限
移
譲
を
行
う

よ
う
求
め
て
参
り
ま
す
。

地
方
議
会
の
権
能
強
化
に
つ
い
て

は
、
先
日
の
定
期
総
会
で
「
地
方
議

会
の
権
能
強
化
に
関
す
る
決
議
」
が

決
定
さ
れ
ま
し
た
。
今
国
会
に
提
出

さ
れ
て
お
り
ま
す
「
地
方
自
治
法
の

一
部
改
正
法
案
」
は
、
長
に
よ
る
臨

時
会
招
集
に
関
す
る
不
適
切
な
運
用

の
是
正
、
専
決
処
分
制
度
の
改
善
、

委
員
会
制
度
に
関
す
る
条
例
事
項
の

拡
大
な
ど
、
地
方
議
会
の
自
主
性
・

自
律
性
を
高
め
よ
う
と
す
る
も
の
で

す
。
こ
の
改
正
法
案
は
、
本
会
を
は

じ
め
議
会
三
団
体
に
お
い
て
、
当
面

早
急
に
改
善
す
べ
き
事
項
と
し
て
強

く
求
め
て
き
た
も
の
で
あ
り
、
去
る

５
月
３１
日
に
は
、
私
が
自
民
党
及
び

公
明
党
の
幹
部
の
方
々
に
面
談
し
、

１
日
も
早
い
成
立
を
要
請
し
ま
し

た
。
し
か
し
、
本
日
現
在
に
至
っ
て

も
、
改
正
法
案
の
国
会
審
議
は
始
ま

っ
て
お
ら
ず
、
会
期
が
延
長
さ
れ
た

と
は
い
え
、
成
立
に
つ
い
て
予
断
を

許
さ
な
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、

各
党
に
対
し
強
く
働
き
か
け
を
行
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り

ま
す
。

最
後
に
、
「
新
た
な
地
方
議
会
議

員
年
金
」
に
つ
い
て
で
す
。
地
方
議

会
議
員
年
金
制
度
は
、
平
成
２３
年
６

月
１
日
に
廃
止
さ
れ
ま
し
た
が
、
同

制
度
の
廃
止
に
際
し
て
の
衆
参
両
院

の
総
務
委
員
会
で
の
附
帯
決
議
を
踏

ま
え
、
本
年
４
月
に
総
務
省
か
ら

「
地
方
議
会
議
員
の
新
た
な
年
金
の

あ
り
方
に
関
す
る
検
討
報
告
」
が
示

さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

市
議
会
議
員
共
済
会
と
し
て
は
、

５
月
２４
日
の
代
議
員
会
で「
新
た
な

地
方
議
会
議
員
年
金
に
つ
い
て
の
要

望
」
を
決
定
し
、
関
係
方
面
に
実
行

運
動
を
展
開
し
た
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い

ま
す
が
、
更
に
強
力
に
実
行
運
動
を

展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え

て
お
り
ま
す
。

関関
谷谷
博博
・・
本本
会会
会会
長長
のの

会会
長長
ああ
いい
ささ
つつ（（
要要
旨旨
））
第１８８回理事会

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

坂出市
議 長

吉
田
耕
一
・
委
員
長

関谷博・本会会長
（下関市）

（５） 平成２４年７月２５日 第１８３９号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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町村行政機能応急復旧補助金の補助率を引き上
げるとともに、残余の地方負担に充当する災害
復旧事業債の元利償還金に係る地方交付税措置
について全額措置となるよう拡充すること。

（４）地域コミュニティの再構築を始め、健全な
市民生活の維持に欠かせないコミュニティ施
設、文教施設、医療施設、社会福祉施設等の復
旧について、その設置主体の如何を問わず、既
存の枠組みにとらわれない柔軟かつ十分な財政
措置を講じること。

（５）被災地の汚水処理施設において暫定処理に
より増加する費用に対する支援制度を創設する
とともに、被災自治体の財政や下水道利用者の
負担軽減を図るため、公共土木施設災害復旧事
業として、地盤沈下等で既存の場所に復旧でき
ない場合の移転復旧も土木施設災害復旧事業に
認める等、原形復旧の原則に捉われない柔軟な
運用をすること。

（６）津波被災地における施設の被災状況の把握
にはなお時間を要することから、公共土木施設
災害復旧事業費国庫負担法に基づく下水道施設
の災害査定について、平成 ２４年以降に行う
ことを認めること。さらに、災害復旧事業費の
確定が前提となる国庫負担率及び特別財政援助
額の算定にあたって、災害査定が翌年以降とな
らざるを得ない自治体が不利益を被ることのな
いよう配慮すること。

（７）被災した鉄道は、通勤や通学、通院など、
日常における沿線住民の生活の足として、ま
た、観光振興や都市間交流において内陸部と沿
岸地域を結ぶ主要な交通基盤として、たいへん
重要な路線となっているため、鉄道路線の復旧
・復興に向け、従来の制度を抜本的に改正し、
運行主体に対する国の全面的な支援により、被
災した鉄道施設を早急に復旧すること。

（８）校舎の被災により、近隣の学校校舎を借用
するなど児童生徒が学習・通学において不便を
強いられていることから、安全で良好な学習環
境を回復するため、浸水区域外への早期の新築
移転のための財政支援措置を講じること。

５．被災者に対する社会保障等
（１）復旧・復興に向けた膨大な財政需要が見込
まれる被災自治体において、今後生活保護世帯
の急増が見込まれることを考慮し、時限的に生
活保護経費の全額を国庫負担とする等財政措置
を講じること。

（２）被災した介護保険第１号被保険者の経済的
損失等による保険料の減少や震災の影響による
介護サービス利用者の急激な増加等、保険者た
る被災自治体の保険財政運営に対する影響を緩
和するために必要な財政措置を講じること。

（３）東日本大震災により被災した国民健康保険
被保険者に係る一部負担金免除及び保険料
（税）の減免に対する財政支援を平成２４年度
以降も継続して行うとともに、保険者たる被災
自治体の負担が増加することのないよう、財政
措置を講じること。

（４）災害で受けたショックや心の健康等に対応
できるよう、精神科医、保健師、看護師、臨床
心理士等専門職の確保について、人件費の支援
等、必要な支援措置を講じること。

６．迅速な災害廃棄物処理の推進
国主導により、災害廃棄物の安全性に関するき

め細やかな情報の発信を行い、国民の不安を取り
除くとともに、処理に伴う技術的な支援を実施

し、災害廃棄物の広域処理を推進すること。

７．医療機関に対する支援等
（１）震災により、医療機関が壊滅的な被害を受
け、地域の医療体制がさらに弱体化しており、
地域住民にとってきわめて深刻な問題となって
いる。地域住民の暮らしと生命を守るため、医
療機関の早期の復旧と、常勤医師の不在や不足
の解消、地域偏在の是正など、医師確保対策を
強力に進めること。

（２）被災した公的医療機関等の施設復旧事業に
対して交付される医療施設等災害復旧費補助金
について、補助率の更なる嵩上げを図るととも
に、被災した公的医療機関が復旧するまでの
間、地域医療を支えるため、仮設病院の整備に
ついて制度を創設し、財政支援措置を講じるこ
と。

（３）災害拠点病院における災害救急医療の増加
経費や必要な医師の確保、患者の転院搬送等に
要する経費等の負担に対し、支援措置を講じる
こと。

（４）被災自治体による今後の災害対応を見据え
た災害拠点病院整備に対し、被災自治体に負担
を求めない国庫助成制度を創設すること。

８．今後の防災対策等
（１）津波対策としての地盤嵩上げ事業について
補助対象とするとともに、防災避難道路の整備
や堤防の嵩上げについて補助制度を創設するこ
と。

（２）大規模かつ広汎な地盤沈下によりその利用
に支障が生じている地域に係る土地について、
買い取りを行うとともに、被災自治体が行う嵩
上げ工事や土地区画整理事業及び上下水道の再
整備等に対し、全面的に財政支援を行うこと。
また、地盤沈下に伴う雨水排水対策として排水
機場の増設等についても、必要な経費について
その全額を国において負担し、対処すること。

（３）津波対策として、携帯電話を活用した早期
避難を促すための仕組みについて、緊急地震速
報と同様のシステムを関係機関との連携により
開発整備すること。また、ＧＰＳ沖合波浪計を
用いた「津波防災支援システム」を確立すると
ともに、沿岸自治体が設置する津波観測計をネ
ットワーク化し、自治体間で活用できるよう財
政支援措置を講じること。

（４）防波堤及び防潮堤等の整備は、沿岸地域の
まちづくりを考えるにおいて大前提となる事項
であることから、速やかに整備方針を明示する
とともに、早期に復旧・整備を進めること。
また、水門については、閉鎖にあたっての消防
団員の安全を確保するために、遠隔操作化を図
ること。

（５）三陸縦貫自動車道などを震災からの復興道
路と位置付け、集中的投資による重点的な整備
促進を図ること。
また、復興道路に接続する主要国・県道を復

興道路の機能を補完する復興支援道路と位置付
け、早期の抜本的な改良整備を図ること。

９．国営公園（防災メモリアル公園）の設置
大津波の脅威の痕跡や教訓を後世に伝え、より

安全で暮らしやすいまちを作り上げ、防災文化を
醸成していくとともに、世界に発信できる公園と
して、国営公園の設置を促進すること。
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７月３日に開かれた地方財政委員会＝本紙１８３
７・３８号掲載＝では、同委の所管事項に関する
要望を取りまとめるとともに、あわせて「東日本
大震災からの早期復旧・復興に関する要望」も取
りまとめた。今号では、震災に関する要望の全文
を６面から７面にかけ掲載する。なお、この震災
に関する要望については、今後開催される地方行
政（開催日＝７月２６日）、社会文教（同＝７月
２６日）、産業経済（同＝７月１９日）、建設運輸
（同＝７月３１日）の４委員会においても要望案
として諮られ、それぞれ協議される予定となって
いる。

東東日日本本大大震震災災かかららのの早早期期
復復旧旧・・復復興興にに関関すするる要要望望
東日本大震災から１年以上が経過した。被災自

治体においては、復旧・復興に向けて懸命の努力
がなされているものの、被災者の生活再建や住宅
の集団移転をはじめ、未だ残る膨大な災害廃棄物
の処理、ライフライン・公共施設の復旧、地域産
業の再生など、解決すべき課題が未だ数多く山積
している。
国においては、発災以来、国難というべき大震

災からの復旧・復興に向け、これまで種々の施策
が実施されてきたが、復興の進捗が遅れることの
ないよう、被災地の要望を丁寧にくみ取り、迅速
かつ柔軟な対応を行うなど、さらに万全の措置を
講じる必要がある。
よって、国においては、被災地の一日も早い復

旧・復興が実現されるよう、下記の事項について
特段の措置を講じるよう強く要望する。

記

１．事業予算の総額確保と実態に即した財政支援
等

（１）大震災により未曾有の被害を受けた被災自
治体において、復旧と再建に向けた膨大な財政
需要が生じていることから、復旧・復興に必要
な予算については、平成２４年度以降も含め、
国の責任において必要な予算総額を十分確保す
ること。

（２）東日本大震災復興交付金については、上記
の趣旨を踏まえ、具体の使途等について、被災
地の実情に応じた対応が真に可能となるよう、
特段の措置を図ること。また、復興特区の創設
のみならず、復興の妨げとなる規制の緩和な
ど、被災自治体の実情を踏まえた措置を講じる
こと。

（３）被災自治体における公的資金等からの既存
債務について、被災した公共施設等に係る借入
金の特例的な償還免除等、負担軽減措置を講じ
ること。

（４）地方公営企業災害復旧事業債を含む地方債
の償還期間の延長や資本費平準化債制度の更な
る拡充等、下水道事業における資金不足対策を
講じること。

（５）国庫補助・負担金や交付税について、災害
に係る復旧・復興及び援助活動等の災害対応の
ための財政需要の増加及び被災者に対する減免
措置等による減収等を考慮し、地方の資金需要
に臨機に対応する措置を講じるとともに、国直
轄災害復旧事業費にかかる地方負担金について
その負担を免除すること。

２．被災者の生活再建支援等
（１）被災者の生活再建に向けて、被災者の就業
先確保に必要な措置を講じるほか、長期的継続
雇用となる事業の創設等、抜本的な雇用対策を
講じること。

（２）被災者の生活基盤回復のため、被災者生活
再建支援制度等の拡充や宅地の復旧、住居の補
修・再建に要する資金的な援助、二重ローン対
策等最大限の支援策を講じること。

（３）被災者の集団移転に関し、被災者それぞれ
の移転先や居住形態等の希望に柔軟に対応でき
るよう、更なる制度の拡充・弾力化を図るこ
と。

（４）被災者の生活再建に向け、被災前の所有財
産の評価（固定資産課税台帳）に基づいて補償
等を行うことができるような制度改善を図るこ
と。

（５）被災宅地の復旧支援に関して、既存の国庫
補助制度の拡充が行われても支援の対象となら
ない被災宅地については、国において、所有者
自身による復旧に対する助成・融資・金利補填
等、各種支援制度を創設すること。

（６）被災市街地復興土地区画整理事業について、
補助対象を拡大することや現行補助率を嵩上げ
すること等の特例措置を講じるほか、津波被害
が大きい地域では現位置での復興が困難である
ことから、現位置以外での事業を可能とする制
度拡充を実施すること。

３．地域産業の復旧・復興に対する支援
（１）震災を受けた地域の観光交流施設等の復旧
や地域経済の回復・復興を速やかに進めること
ができるよう、当該施設等に対する国庫支出金
制度を創設すること。

（２）津波により農地や農業排水施設等が壊滅的
な被害を受けているほか、農業機械等も大きく
被災していることから、これらの早期復旧に向
けた支援措置を講じること。

（３）津波により被害を受けた農地の除塩事業に
要する費用について、被災自治体においては災
害復旧に要する財政需要が膨大であることか
ら、全額を国において負担すること。

（４）被災地における水産業及び関連産業の復興
のため、被災地の漁業者や水産加工業者のニー
ズに柔軟に対応した支援が可能となるよう、漁
業者の収入が再開するまでの所得を補償する施
策や補助金の一括交付金化を図る等、被災自治
体の実情に応じた財政支援を講じること。

（５）地元企業や商店街の早期復旧に向けて、施
設・設備等の復旧・整備に対する補助制度の補
助要件の緩和や予算枠の拡大等の更なる拡充策
や当面の事業継続等に資する金融・税制措置を
講じること。

４．公共施設等の復旧・再整備等
（１）被災自治体の甚大な被害及び復旧・復興に
向けた多額の財政需要があることから、各種の
災害復旧補助制度にかかる補助率の大幅な嵩上
げや対象経費の拡大、今後の防災力強化を見据
えた原形復旧以上の整備等にかかる対象経費の
拡大等を積極的に行うこと。

（２）公共施設等にかかる災害復旧補助制度につ
いては、この間、各府省において事務手続きの
簡素化が進められているところであるが、その
趣旨が実務に十分反映されるよう、引き続き各
関係機関への周知徹底を図ること。

（３）支所を含む行政庁舎の機能回復に向け、市
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都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長

�
小
林
茂
裕
・
福
山
市
議
会
議

長
）
は
７
月
１７
日
、
ホ
テ
ル
フ
ジ

タ
福
井
に
お
い
て
役
員
会
を
開
催

し
た
。
当
日
は
小
林
会
長
が
公
務

の
都
合
で
出
席
で
き
な
か
っ
た
た

め
、
副
会
長
の
祢
津
栄
喜
・
長
野

市
議
会
議
長
が
議
事
を
進
行
。
会

議
冒
頭
、
開
催
市
の
見
谷
喜
代
三

・
福
井
市
議
会
議
長
と
東
村
新
一

・
福
井
市
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
。

当
日
の
協
議
事
項
は
平
成
２３
年
度

本
研
究
会
会
計
決
算
、
平
成
２４
・

２５
年
度
調
査
研
究
テ
ー
マ
な
ど
。

協
議
の
結
果
に
つ
い
て
は
、
８
月

２０
日
開
催
の
第
９６
回
総
会
へ
諮
ら

れ
る
。

都
市
研
が
役
員
会
開
催

今
後
の
運
営
等
を
協
議

会長には宮内春雄・徳島市議長

要
望
事
項
の
実
現
目
指
し

加
盟
市
議
長
が
要
請
活
動

全
国
公
営
交
通
事
業
都
市
議
長

会
は
７
月
１１
日
、
東
京
・
都
市
セ

ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
７９
回
総
会
を

開
催
し
た
。

当
日
は
、
総
会
に
先
立
ち
開
催

さ
れ
た
役
員
予
備
選
考
委
員
会
の

結
果
を
踏
ま
え
、
会
長
は
じ
め
新

役
員
を
選
任
し
た
�
新
役
員
市
は

下
掲
。
な
お
、
選
考
委
員
長
は
杉

山
孝
治
・
宇
部
市
議
会
議
長
が
務

め
た
。
新
会
長
に
は
宮
内
春
雄
・

徳
島
市
議
会
議
長
が
就
任
。
こ
れ

ま
で
会
長
を
務
め
て
き
た
林
干
城

・
松
江
市
議
会
議
長
は
相
談
役
へ

委
嘱
さ
れ
た
。
総
会
で
は
平
成
２３

年
度
歳
入
歳
出
決
算
、
要
望
書
案

な
ど
を
協
議
し
、
原
案
の
と
お
り

決
定
し
た
。
要
望
書
で
は
▽
経
営

基
盤
の
強
化
▽
国
庫
補
助
制
度
の

拡
充
▽
道
路
交
通
環
境
の
整
備
―

―
の
３
本
を
要
望
項
目
に
掲
げ

た
。
総
会
翌
日
の
７
月
１２
日
、
宮

内
・
新
会
長
は
小
林
正
夫
・
民
主

党
企
業
団
体
対
策
委
員
長
へ
面
談

し
、
要
望
項
目
の
実
現
を
求
め

た
。
ま
た
、
本
協
議
会
加
盟
市
議

長
は
、
地
元
選
出
の
国
会
議
員
を

中
心
に
要
請
し
た
。

こ
の
ほ
か
当
日
は
、
総
務
省
自

治
財
政
局
の
笠
井
敦
・
公
営
企
業

経
営
室
長
と
国
土
交
通
省
自
動
車

局
旅
客
課
の
黒
澤
仁
一
・
新
輸
送

サ
ー
ビ
ス
対
策
室
長
が
所
管
事
項

を
説
明
し
た
。

【
新
役
員
市
】
▽
会
長
�
徳
島
市

▽
副
会
長
�
青
森
市
▽
同
�
伊
丹

市
▽
同
�
宇
部
市
▽
同
�
佐
世
保

市
▽
監
事
�
高
槻
市
▽
同
�
岩
国

市
▽
相
談
役
�
松
江
市

【
訂
正
と
お
詫
び
】

本
紙
６
月
２５
日
付
第
１
８
３
６

号
４
面
の
「
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス
」

に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。

表
中
の
教
育
・
文
化
欄
に
あ
る

「
第
３２
回
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大

会
及
び
第
１６
回
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

大
会
東
京
招
致
」
の
意
見
書
数
３

件
は
２
件
、
「
そ
の
他
」
が
１６
件

と
あ
る
と
こ
ろ
は
１７
件
の
誤
り
で

し
た
。
訂
正
す
る
と
と
も
に
お
詫

び
い
た
し
ま
す
。

役員の選考結果を報告す
る杉山・宇部市議会議長

公営交通議長会新会長
宮内春雄（徳島市）

小
林
正
夫
・
民
主
党
企
業
団
体
対
策

委
員
長
に
対
し
要
請
活
動
を
実
施

開
会
あ
い
さ
つ
す
る
林
干
城
・
会
長

都市研会長
小林茂裕（福山市）
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